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研究成果の概要（和文）：懲罰的損害賠償と利益吐き出し型賠償に関する研究では、法と経済学的な観点から理
論分析を行い、アンケート調査も行った。この結果、被害者が被害額を大きく超えるような賠償額を受け取る制
度は、一般の人々はあまり想定していないことが明らかになった。他方で、加害者が国に対して、加害者の利益
額等を考慮した金銭の支払いをすることは、受け入れられやすい可能性があることがわかった。また、損害賠償
の目的に関する必要条件分析の研究では、損害賠償の目的として挙げられることが多いものについて、必要条件
関係の分析を行った。この結果、損害賠償の目的において、損害填補は、制裁や抑止や報復感情の満足の必要条
件であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：In the study on punitive damages and disgorgement of profits, a theoretical 
analysis was conducted from law and economics perspectives, and a survey was also conducted. The 
results of the survey revealed that the general public does not envision a system in which an 
individual victim receives an amount of compensation that greatly exceeds the amount of his or her 
own damages. On the other hand, it was found that it may be acceptable for a tortfeasor to make a 
monetary payment to the government, taking into account the amount of profit of the tortfeasor and 
other factors. In the study of the necessary condition analysis of the purpose of damages, the 
necessary condition relationship was analyzed for the purposes of damages. The results showed that 
consideration of compensation for damages was a necessary condition for consideration of sanctions, 
deterrence, and satisfaction of retaliatory feelings.

研究分野：法社会学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
懲罰的損害賠償をはじめとする被害者個人が自身の被害額を超えるような賠償額を受け取る制度の導入の是非を
議論するにあたって、日本の一般の人々が損害賠償の目的をどのように考えているかという法意識が、根拠とな
る資料の一つとして必要とされている。法意識の伴わない法制度は、人々によって遵守されないおそれがあるか
らである。本研究では、損害賠償の目的や懲罰的損害賠償をはじめとする制度についてアンケート調査を行い、
得られたデータを分析することで、この法意識を明らかにする端緒となるという学術的・社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究では，懲罰的損害賠償や損害賠償制度一般に対する人々の法意識の質問紙調査や，懲罰的
損害賠償の人々の行動への影響の分析を行う。日本の学説では，損害賠償の目的として損害填補
と制裁や抑止のうち，損害填補に限定する考え方が主流である。それに対して一般の人々は，損
害賠償の目的を損害填補に限っているのか，また損害賠償の目的に対する考えと賠償額とをど
のように結びつけているのかといったことの調査や分析を行う。さらに，他の国々の人々の損害
賠償についての法意識との国際的な比較を行う。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は，損害賠償が問題になりうる様々な種類の事件で，人々の法意識や行動はどのよ
うになっているのかということを検討することである。そのために，懲罰的損害賠償や損害賠償
制度一般に対する人々の法意識の質問紙調査や，懲罰的損害賠償の人々の行動への影響の分析
を行う。日本の学説では，損害賠償の目的として損害填補と制裁や抑止のうち，損害填補に限定
する考え方が主流である。それに対して一般の人々は，損害賠償の目的を損害填補に限っている
のか，また損害賠償の目的に対する考えと賠償額とをどのように結びつけているのかといった
ことを調査する。それにあたっては，懲罰的損害賠償や制裁的慰謝料が問題となる様々な事例の
仮想事例を用いて質問紙調査を行う。さらに，懲罰的損害賠償を制度として持っている，米国の
人々との法意識の比較など，国際的な比較調査を行う。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では，1. 法と経済学の理論を用いた損害賠償制度に関する分析 2. アンケート調査な
どを用いた損害賠償制度に関する計量分析，という 2つの方法を用いた。 
 1 に関しては，法と経済学では，損害賠償制度について，被害の内部化や最適抑止の考え方に
基づいた分析がなされている。被害の内部化とは，加害者に被害者の損害額を基にした損害賠償
を課すことにより，加害者が被害の額を自らの利得の一部として考慮するようして，加害者が社
会的に最適な注意費用をかけるようにする，という考え方であり，これにより，加害者の行動を
社会的に最適な水準に抑えるということが最適抑止の考え方である。こうした考え方を応用す
ることにより，懲罰的損害賠償やその他の損害賠償制度について分析を行い，そうした制度の機
能を明らかにした（以下の 4(1)(3)(4)の研究を参照）。 
 2 に関しては，アンケート調査については以下の手順で行った。すなわち，(a) 質問紙の検討 
(b) 調査の実施 (c) 調査結果の分析，という順で行った。「(a) 質問紙の検討」では，質問紙に
掲載する質問や仮想事例の検討を行った。本研究では，懲罰賠償が問題となりうるような状況を
含む仮想的な事例を用いたが，具体的には消費詐欺の事例（以下の 4(1)の研究を参照）を主に
取り上げた。「(b) 調査の実施」では，質問紙調査を行った。今回の研究ではインターネット調
査を用いた。「(c) 調査結果の分析」では，調査で得たデータを分析する。本研究では，人々が
適切だと思う賠償額，抑止・制裁を考慮に入れる度合い，これらの考慮が賠償額に与える効果が，
仮想事例ごとにどの程度違うのか等を分析した。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 懲罰的損害賠償と利益吐き出し型損害賠償に関する研究 
 この研究は，森大輔「懲罰的賠償と利益吐き出し：消費者詐欺の事例によるサーベイ実験」と
して 2019 年度日本応用経済学会秋季大会で報告した。そして，森・髙橋(2020)として公刊した。
以下の内容は，この論文の要約である。 
 この研究は，懲罰的損害賠償および，それと関連してしばしば触れられる利益吐き出し型損害
賠償について，法と経済学的な観点から理論分析を行い，さらにアンケート調査を行ったもので
ある。すなわち，消費者問題などで，被害額以上の賠償を加害業者に課す提案の正当化理由とし
て法と経済学では被害の内部化が言われることが多いが，「利益の吐き出し」という正当化理由
が法学などでは挙げられることもある。その経済学的な意味を述べ，日本の一般人にとっていず
れが受け入れられやすいのか（あるいはいずれも受け入れられないのか）ということをサーベイ
実験の手法で調査したものである（なお，本研究で使用したサーベイ実験などの社会調査の手法
に関しては，研究期間中に森（2022a）という形で基本的な事項をまとめている）を発表した。 
 法と経済学的には，損害賠償は被害者の被害額と同額を課すことで加害者に被害を内部



化させ，不法行為を最適な水準に抑止するものである。ただし，意図的な不法行為の場合に
は，こうした被害内部化だけでなく，加害者の利益額と同額の賠償を課して不法行為のイン
センティブをなくす利益吐き出し型損害賠償も社会的に効率的になりうる。そして懲罰的
損害賠償は，被害者の一部しか賠償を得ない場合に被害内部化や利益吐き出しが十分とは
ならないために，賠償を増額するものである。関連して，加害者の資産は，被害者の被害額
や加害者の利益額の測定に役立つという点などで，賠償額に影響を与えうる（森・髙橋 2019）。 
 そして，日本の一般人に現状としてそれらが受け入れられるか否かをサーベイ実験で調
査することを行った。これは，調査票中に書かれた架空の事例（シナリオ）の一部を変化さ
せた質問票を複数バージョン用意し，その複数バージョンの質問票を調査対象者に無作為
に割り当てるものである。シナリオは業者 A が田中さんという高齢者にリフォーム詐欺を
行ったという，消費者に対する詐欺に関するものであった。 
 シナリオを読んだ後，業者 A は田中さんに何円を支払うべきだと思うかという賠償の評
価額について回答者に質問した。また，仮に業者 A が裁判の後に田中さんに金銭を支払う
だけでなく，国にも支払うことになったとして，この場合に，業者 A は，田中さんにいく
ら支払うべきで，また国にいくら支払うべきだと考えるかということについても質問した。 
 賠償評価額についての回答を OLSや中央値回帰で分析したところ，一部の者が被害額や
利益額，資産額を考慮に入れた決定をしているが，大部分の者はこうした要因は考慮に入れ
ておらず，賠償評価額は個人の被害額を少し上回る程度の額としていた。また，国に支払う
額については，OLS では一部の者が賠償評価額の場合と同様，被害額や利益額，資産額を
考慮に入れた決定をしており，中央値回帰で見ると，大部分の者は加害者の利益額や被害額，
資産額を考慮に入れた判断をしている。 
 こうした分析の結果，被害者個人が自身の被害額を大きく超えるような賠償額を受け取
る制度は，現在のところ日本では，一般の人々はあまり想定していないことが明らかになっ
た。他方で，加害者が国に対して，加害者の利益額などを考慮した金銭の支払いをすること
については一般の人々は想定しており，受け入れられやすい可能性があるということがわ
かった。 
 
(2) 損害賠償の目的に関する必要条件分析 
 この研究は，森大輔「アンケート調査での fsQCA の利用例：必要条件関係の分析」とし
て，質的比較分析(QCA)研究会「日本における QCA 研究の現在地」（Zoomで 2020年 9月
17日に開催）で報告した。そして，Mori (2021)として，査読付きディスカッションペーパー
の形で公表した。研究内容は以下の通りである。 
 アンケート調査の分析などの量的研究でしばしば用いられる相関係数は，必要条件関係を十
分に捉えることはできない。例えば，不法行為の損害賠償に関するアンケート調査のデータにお
いて，交通事故に関するシナリオを調査対象者に見せて適切と思う賠償額を回答してもらった
後，その際に金銭的損害填補，制裁，精神的損害填補，抑止，報復感情の満足のそれぞれを考慮
した度合いを質問したところ，金銭的損害填補を考慮した度合いと制裁や抑止や報復感情の満
足を考慮した度合いとの間の相関係数はかなり小さかった。しかし，両者の間には何の関係もな
いとは考えられない。実際両者の間には，制裁や抑止や報復感情の満足を考慮している場合には，
金銭的損害填補をほぼ必ず考慮しているという，必要条件の関係があると考えられる。この必要
条件関係は相関係数では十分にとらえられない。 
 本研究では，集合関係の分析や必要条件・十分条件の分析が可能な質的比較分析（QCA）と
いう手法に焦点を当て，それをアンケート調査の分析に取り込むことを試みた（なお，QCAの
手法に関しては，研究期間中に森（2022b）という形で基本的な事項をまとめている）。具体的に
は，ファジー集合QCA（fsQCA）において用いる整合度や被覆度などの指標を用いて，必要条
件関係の分析を行った。さらに，標本から母集団の特徴を推測する推測統計の方法として，ブー
トストラップによる信頼区間や p値の導出を行った。 
 そして，前述の不法行為の損害賠償に関するアンケート調査のデータについて，実際にこの
fsQCA やブートストラップによる方法を用いて必要条件関係の分析を行った。分析の結果，損
害填補の考慮は，制裁や抑止や報復感情の満足の考慮の必要条件になっていることがわかった。 
 
(3) 懲罰的損害賠償のレントシーキングモデルによる分析 
 この研究は，Mori, Daisuke “Rent-Seeking Model of Litigation and Punitive Damages 
Multiplier”を 6th Economic Analysis of Litigation Workshop (Campus Universitario de La 
Cartuja, Granada, Spainで 2019年 6月 24日に開催)で報告した。 
 この研究は，懲罰的損害賠償に関する法と経済学的な理論分析である。すなわち，法と経済学
では，懲罰的損害賠償の額の決定に関して，加害者の行為の発見確率の逆数ということが言われ
ることが多いが，その場合，額が増えることによる，原告の訴訟提起のインセンティブの増加や，
裁判での原告と被告の争いの激化などの要素は通常勘案されていないので，これらの要素を取
り入れた場合にどうなるかということを分析したものである。 
 
(4) 日本の死刑の抑止効果についての計量分析 
 この研究は，森大輔「日本における死刑の抑止効果：政府統計データを用いた計量分析」とし



て，2019 年度日本応用経済学会秋季大会で報告した。そして，森(2020)と Mori (2020) として
公刊した。 
 この研究は，制裁と抑止という観点から懲罰的損害賠償と関連を有する，刑事的な制度の抑止
効果，その中でも特に死刑の抑止効果に関して統計分析を行ったものである。森(2020)では死刑
の抑止効果に関する日本の主要な先行研究について，主に計量経済学的な観点から再検討を行
った。そしてMori (2020)では，先行研究から 20 年以上が経過してサンプルサイズが増えた時
系列データを用いて，死刑に関する変数として死刑言渡し率と死刑執行率の両方を含め，殺人と
強盗致死を区別した分析を行い，死刑の限界的な効果を測るために有罪率や無期懲役率を変数
を含めて統計分析を行った。 
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